
新技術開発探訪�

１． はじめに

国土交通省では，コスト構造改善の取り組みと

して「民間技術の積極的な活用」を掲げ，NETIS

を通じた民間技術の積極的活用，情報通信技術

（ICT）を活用した新たな施工技術（情報化施工）

の普及，産学官連携による技術研究開発等を推進

することとしています。

本稿では，近畿地方整備局において平成１９年度

から進めている，産学官連携による新技術開発の

取り組みについて報告します。

２． 産・学・官連携による
新技術開発について

! 新技術開発評価会議

近畿地方整備局では，近畿の目指すべき将来の

姿を実現するため「近畿の社会資本整備プロジェ

クト」を策定し，社会経済情勢の動向や多様な国

民のニーズを把握しながら各プロジェクトを推進

しています。

これらのプロジェクトは，利用者の視点に立ち

国民の暮らしとの関わりを意識した「近畿地方の

暮らしに関わる五つの目標（安全・安心，環境，

暮らし，国際競争力，参加）」を掲げて取り組む

もので，これらの目標を実現するためには具体的

な技術開発が必要となっています。

このことから，各プロジェクトの重点課題を抽

出し「産・学・官」連携の強化により，従来の

「モノ・仕組み」に対して新しい技術や考え方を

取り入れた価値観の創出と，新技術開発・活用の

促進を図り，真に国民のニーズに応えられる技術

開発を目的とし「近畿地方整備局 新技術開発評

価会議」を設立しました。

" 新技術開発評価会議の役割

近畿地方整備局新技術開発評価会議は，大学・

産業界・研究機関等の有識者および整備局等の職

員の委員で構成され，大学等研究機関が保有する

研究シーズと整備局の技術ニーズの融合により，

技術開発を促進し，公共事業に積極的かつ円滑に

活用していくために，開発促進技術の評価やフィ

ールド提供による現地試験の評価を行います。新

技術開発評価会議の役割と開発の流れを図―１に

示します。

# 新技術開発研究会

新技術開発を求める行政ニーズと研究シーズが

融合し，公共事業等に実用可能な新しい技術とし

て開発を行う研究会を設立します。この研究会

は，新技術開発評価会議の審議を経て近畿地方整

備局長により設立が認められます。

上記の趣旨に基づいて，昨年近畿地方整備局に

おいて実施した具体的な取り組み内容を次に紹介

します。新技術開発取り組みの流れは図―２のと

おりです。
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３． 近畿地方整備局における
新技術開発の取り組み事例

! 行政ニーズの策定

! 課題の抽出

各事務所の技術的課題を抽出し，抽出したニー

ズは次の六つの開発目標に分類し，新技術開発を

求める行政ニーズを策定しました。

１） 工事事故・交通事故防止に資する技術

２） 災害による被害の防止・軽減に資する技術

３） 自然環境の保全および建設副産物の活用に

資する技術

４） 既存ストックの長寿

命化に資する技術

５） トータルコストの縮

減に資する技術

６） 使いやすい社会資本

整備に資する技術

" 大学との意見交換会の

実施

大学との意見交換会を開

催し，新技術開発を求める

行政ニーズに対する意見や

大学が取り組むシーズの提

案を求めました。

大学からは，産・学・官

連携による新技術開発の取

り組みに対し高い評価をい

ただきました。また，提案

された研究シーズは，行政

が必要とする技術に関連す

る研究があり，技術ニーズ

の取りまとめの参考としま

した。

# 公募を行う行政ニーズ

の策定

意見交換会において出さ

れた意見を参考に，「新技

術開発を求める行政ニー

ズ」として２４テーマを選定

し公募テーマとしました。

" 研究シーズの公募

! 応募要領の策定

公募にあたり，応募資格や条件等を示すため応

募要領等を作成しました。「研究会設立募集要領」

には応募資格や応募条件等を定め，「研究会実施

規約」には研究会の運営および現地試験の取扱い

に関する事項を定めました。

" 研究シーズの公募

公募は１２月７日から約２カ月間インターネット

により行いました。

近畿地方整備局のHPに公募サイトを作成し，

図―１ 新技術開発評価会議の役割と開発の流れ

図―２ 産・学・官連携による新技術開発取り組みの流れ
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「新技術開発を求める行政ニーズ」（表―１）と応

募要領を掲載しました。

! 応募の状況

応募は，公募を行った２４テーマのうち，大学等

研究者から１８テーマに２６件ありました。

開発目標別に見ると，

１） 工事事故・交通事故防止に資する技術

１件

２） 災害による被害の防止・軽減に資する技術

１２件

３） 自然環境の保全および建設副産物の活用に

資する技術 ５件

４） 既存ストックの長寿命

化に資する技術 ５件

５） トータルコストの縮減

に資する技術 ０件

６） 使いやすい社会資本整

備に資する技術 ３件

となりました。

! 研究会の設立

応募のあった申請内容を新

技術開発評価会議において審

議を行いました。審議の結果

「洪水時の流速・流向等の計

測技術」の行政ニーズに対し

て申請のあった「洪水時の土

砂移動に関する現地計測手法

の開発」の研究シーズを認定

するなど，合計１０件の研究会

設立を認定しました。

" 今後の予定

認定された研究会は，平成

２０年度より研究を開始しま

す。

今後，技術開発を要望した

事務所と認定された研究者に

おいて研究会を運営します。研究成果は現地試験

等により検証し，新技術開発評価会議において評

価を行い，現場において活用を図る予定です。

４． おわりに

今回紹介した新技術開発の取り組みを通して，

産・学・官の連携強化を図るとともに，大学等研

究者の協力を得ることが技術開発を行う上で重要

であり，今回設立された研究会においても双方の

連携により，有用な新技術が開発されることを期

待しています。

表―１ 新技術開発を求める行政ニーズ

国土交通省近畿地方整備局企画部施工企画課
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